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１ はじめに 

 

 豊橋市人口ビジョン（令和 2（2020）年 5 月推計）によると、本市の人口は、平成 27

（2015）年に 374,765 人であったものが、令和 12（2030）年には 359,000 人、令和

42（2060）年には、284,000 人まで減少するものと見込まれています。 

予測どおり今後も引き続き人口減少が進行した場合、本市の市税収入について、大幅な増加

は期待することができません。一方で歳出面では、今後も医療・介護等の社会保障関連経費の

増加などが予想されており、本市の財政状況は厳しい状況が続くものと見込まれます。 

そのような中、ライフスタイルや価値観の多様化に伴う市民ニーズの高度化・複雑化へ対応

するとともに、急激に変化する社会情勢を見据えた持続可能な地域経営の推進といった課題に

も向き合う必要があります。 

したがって、豊橋市行財政改革プラン２０２１－２０２５を着実に推進し、組織体制の面か

ら支える実行計画として、令和３年度から令和７年度までの 5 か年を計画期間とした新たな定

員管理計画（第６次定員適正化計画）を策定することとします。 

なお、本計画については、前述のように行財政改革の視点も併せ持っていること、また人員

数には企業会計部門も含んでいることから、豊橋市行財政改革プラン２０２１－２０２５、第

３次豊橋市民病院改革プラン及び上下水道ビジョン２０２１－２０３０と連携を取りながら策

定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 本計画の位置づけ 

第６次定員適正化計画 

豊橋市行財政改革プラン 

２０２１－２０２５ 
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２ これまでの定員管理の取組  

 

（１） 職員数の推移 

豊橋市は平成８年度以降、５度にわたり定員適正化計画を策定し、積極的な定員管理を推進

してきました。 

 職員数１は、既存事務の見直しや業務の委託化により平成１９年４月には３，４０７人まで

減少しましたが、その後は医療・児童福祉分野を中心とした多様な行政ニーズに対応してきた

結果、令和３年度には 3，７８８人となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）第５次定員適正化計画の実績 

 第５次定員適正化計画は、平成２８年４月から令和３年４月までの５年間を計画期間とし、

部門別・職種別に数値目標を立てて定員管理を進め、全体で５６人の増員を目標として設定し

ました。 

取組結果については図３及び表１のとおりです。 

部門別では、被災地派遣やイマージョン教育コース開設、育児休業職員の代替対応により５

9 人の増員を行いました。また、市民病院については医師・看護師を中心に増員を行った結果、

１９４人の増員となりましたが、病院経営としては１０年連続の経常収支黒字を達成していま

す。 

一方、技能労務職は、収集業務体制の見直しや調理場の PFI 化の結果、９人の減員を図りま

した。 

 

 

１  
ここでいう職員数は定員管理の対象となる職員であり、地方公務員法上の一般職から任期付短時間職員及び再任用短

時間勤務職員を除いた職員を指す。  

図２ 職員数の推移【正規】 
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２  
普通会計部門等の職員数は、総務省が実施する地方公共団体定員管理調査において設定されている部門のうち、下記

部門の合計から広域連合派遣者数を除いた職員数を指す。  

《普通会計部門等》  

 （議会、総務・企画、税務、民生、衛生、労働、農林水産、商工、土木、教育、消防、その他部門の合計）－広域連合派遣者数 

図３ 第５次定員適正化計画の実績【正規】 

表１ 第５次定員適正化計画の数値目標及び実績【正規】 

【職種別】

職　種
基準値

（平成27年4月）

目標値
（令和3年4月）

実績値
（令和3年4月）

基準値比

（H27）
目標値比

一般行政職 １，６７８人 １，６７７人 １，７９０人 ＋１１２人 ＋１１３人

消　防　職 ３３４人 ３４３人 ３４１人 ＋７人 ▲２人

技能労務職 ３８９人 ３７０人 ３８０人 ▲９人 ＋１０人

医　療　職 １，１１４人 １，１８１人 １，２７７人 ＋１６３人 ＋９６人

合　計 ３，５１５人 ３，５７１人 ３，７８８人 ＋２７３人 ＋２１７人

【部門別】

部　門
基準値

（平成27年4月）

目標値
（令和3年4月）

実績値
（令和3年4月）

基準値比

（H27）
目標値比

普通会計部門等 ２ ２，２０８人 ２，１７０人 ２，２６７人 ＋５９人 ＋９７人

広域連合派遣 ３人 ２５人 １９人 ＋１６人 ▲６人

市　民　病　院 １，１２６人 １，２００人 １，３２０人 ＋１９４人 ＋１２０人

上 下 水 道 局 １７８人 １７６人 １８２人 ＋４人 ＋６人

合　計 ３，５１５人 ３，５７１人 ３，７８８人 ＋２７３人 ＋２１７人
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（３）第５次定員適正化計画期間における定員増減要因  

 第５次定員適正化計画期間の定員増減に関わる主な要因は表２のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：人） 
表２ 部門別の主な増減理由【正規】 ※Ｒ３見込み含む 

（単位：人） 【普通会計部門等（広域連合派遣含む）】

減 増

議　会 ±０ ０ ０

総　務 ４７ ▲４８ ９５
○コンビニ交付事業実施に伴う証明

業務の減

○被災地派遣要員の増

○育休代替職員の増

○スポーツ振興業務等の業務移管

税　務 ▲３ ▲８ ５ ○債権管理業務の体制見直し ○市税徴収体制の強化

民　生 ６２ ▲２４ ８６
○保育士配置基準に基づく職員数

の見直し

○介護保険事務の東三河広域連合

への業務移管

○幼児教育無償化への対応

衛　生 ▲１４ ▲６０ ４６ ○収集業務の再任用化・嘱託化

○乳幼児家庭訪問業務の増

○受動喫煙防止業務の増

○新エネルギー政策の推進

労　働

農林水産

商　工

５ ▲７ １２ ○道の駅開駅準備の終了
○マイナポイント活用事業に伴う業

務増

土　木 ±０ ▲９ ９
○土木維持事務所執行体制の見直

し

○建築物安全推進室の新設

○空家対策の推進

教　育 ▲６ ▲３３ ２７
○スポーツ振興業務等の業務移管

○学校給食調理業務の再任用化・

嘱託化

○イマージョン教育コース開設に伴

う増

消　防 ６ ０ ６ ○消防力の強化・充実

その他 ▲２２ ▲３５ １３
○介護保険事務の東三河広域連合

への業務移管

○国保税収納率向上対策の充実

○ゾウ飼育業務の増

計 ７５ ▲２２４ ２９９

【企業会計（市民病院・上下水道局）】

減 増

病　院 １９４ ▲２０ ２１４ ○調剤業務の執行体制見直し
○手術センター棟増設への対応

○看護業務の充実

水　道 １ ▲６ ７ ○メーター管理業務効率化に伴う減

○水道管路耐震化事業に伴う業務

増

○海外技術支援事業に伴う増

下水道 ３ ▲６ ９ ○下水道普及業務の減
○ストックマネジメント事業に伴う業

務増

部　門 H27比
職員数

主な減員の理由 主な増員の理由

部　門 H27比
職員数

主な減員の理由 主な増員の理由
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３ 現状分析 

 

（１） 中核市との比較 

①人口１万人当たり職員数 

 職員数の規模を分析する基本的視点として、人口対職員数の比較があります。  

 人口１万人当たり職員数で推移をみると、中核市移行翌年の平成１２年４月に４３．５人で

あったものが、平成２２年４月には３７．７人まで減少しましたが、その後は増加に転じ、平

成２７年には３８．９人となりました（表３）。 

 その後、第５次定員適正化計画期間においては、多様な行政ニーズに対応するための職員数

の増加や人口減少の影響により、令和２年４月には４１．３人とさらに増加したものの、中核

市平均と比較すると職員数は少なく、効率的な業務運営を行っていると言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②部門別職員数 

 部門別職員数の比較（表４）では、公営企業会計（市民病院・上下水道等）を除く普通会計

全体の職員数が、中核市平均に比べ３６９人（１７．３％）下回っています。 

 各部門のうち、衛生部門については中核市平均を超過していますが、この要因としては本市

が全国有数のごみ処理施設（資源化センター）を有していることが挙げられます。  

 その他の部門については、いずれも中核市平均を下回っており、部門別の職員数を見ても、

効率的な業務運営を行っていることが分かります。 

 

 

 

 

 
３  
一般行政部門の職員数とは、普通会計部門から教育・消防分野に属する職員を除いた職員数のこと。  

 （一般行政部門：議会、総務・企画、税務、民生、衛生、労働、農林水産、商工、土木部門の職員の合計）
 

  

表３ 人口１万人当たり職員数の推移 
（単位：人）

区分 H12.4 H17.4 H22.4 H27.4 R2.4
中核市平均
（R1年度）

一般行政部門 ３ の職員数 1,596 1,547 1,442 1,471 1,554

人　　　口 366,707 377,839 382,491 377,962 376,141

人口１万人当たり職員数 43.5 40.9 37.7 38.9 41.3 45.08

【参考】

区分 H12.4 H17.4 H22.4 H27.4 R2.4

総 職 員 数 3,506 3,494 3,507 3,515 3,746

人口１万人当たり職員数 95.6 92.5 91.7 93.0 99.6

※人口については各年度４月１日時点の住民基本台帳人口。H12.4～H22.4は住民基本台帳人口と外国人登録人口を足した数
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（２）時間外勤務の状況 

 過度な時間外勤務は業務効率を低下させるばかりでなく、職員の健康に大きく影響を与えま

す。 

 職員の１か月当たり時間外勤務時間数について、直近４年間では概ね横ばい状態と言えます

が、引き続き職員の生産性を向上し、時間外勤務の削減に向け取り組むことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図４ 時間外勤務の状況 ※選挙事務従事時間及び休日勤務を除く  

表４ 中核市（普通会計）との部門別職員数比較 【平成 31 年 4 月 1 日時点】 

（単位：人）

部　門 職員数 中核市平均 超過数 超過率（％）

議　　会 15 17 ▲ 2 ▲ 13.3%

総　　務 391 401 ▲ 10 ▲ 2.6%

税　　務 110 122 ▲ 12 ▲ 10.9%

民　　生 317 501 ▲ 184 ▲ 58.0%

衛　　生 394 352 42 11%

労　　働 3 4 ▲ 1 ▲ 33.3%

農林水産 54 59 ▲ 5 ▲ 9.3%

商　　工 33 49 ▲ 16 ▲ 48.5%

土　　木 238 260 ▲ 22 ▲ 9.2%

一般行政　合計 1,555 1,765 ▲ 210 ▲ 13.5%

教　　育 240 336 ▲ 96 ▲ 40.0%

消　　防 337 400 ▲ 63 ▲ 18.7%

普通会計　合計 2,132 2,501 ▲ 369 ▲ 17.3%
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（３）職員の年齢構成 

 職員の年齢構成（事務職・技術職）については、図５のとおりです。 

 事務職については、30 代前半の年齢層が最も多くなっており（197 人）、40 代後半及び 50

代後半の年齢層以外は概ね 140 人近い人数となっています。 

一方、技術職については、20 代後半が最も多い年齢層ではあるものの、事務職と比較して

30 代、いわゆる中堅層の職員が少ない点が顕著となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）再任用職員の任用状況 

 再任用制度は、定年退職を迎える多くの高年齢層職員の豊富な知識経験を次世代の職員に継

承し、効果的に活用していくために導入した制度です。 

効率的な行政運営の実現及び知識経験の継承のため、この５年間では事務職を中心に増員を

図ってきました。今後は、定年延長制度の導入により再任用職員数の減少が想定されることか

ら、その動向を見据えつつ、新規採用者数を調整する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 令和２年４月１日時点の年齢別職員数（事務職・技術職） 

図６ 再任用の職種別職員数推移 
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（５）会計年度任用職員（月額）の任用状況 

 これまで、効果的・効率的な業務執行体制の確立を図るため、会計年度任用職員を任用して

きており、近年は正規職員と同様、増員を図ってきました。 

 今後も、安定した行政サービスを行うため、事業の継続性など行政需要を見極めながら会計

年度任用職員を活用していく必要があります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図７ 会計年度任用職員(月額)の職種別職員数推移 ※R1 以前は非常勤嘱託職員  
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４ 今後の行政課題 

 

（１）デジタル化への対応 

 生産年齢人口の減少に伴う労働力不足や Society5.0４における技術発展の加速化が想定さ

れる中、デジタルトランスフォーメーション 5の推進などデジタル化への対応が求められてい

ます。本市においても、行政サービスの低下を招かないよう、ＡＩなどの ICT 技術を活用して

業務改革を進めるとともに、適切な技術スキルの獲得に努める必要があります。 

 

（２）専門人材の確保 

 地方分権の進展により地方自治体の自主性が増す中、限られた資源の中で政策の企画立案や

行政サービスを図っていくため、質の高い人材確保の重要性が従来以上に高まっています。 

 豊橋市においても、単に知識を有するだけでなく、新しい価値を創造できる人材や、医療ス

タッフ・福祉専門職など高い専門性を有する人材を積極的に確保していく必要があります。  

 

（３）職員人件費の適正化 

 職員人件費は財政運営上、歳出において 

大きな割合を占めており、その増減は行政  

サービスの量及び質に直結します。 

 近年は、歳出全体に占める人件費の割合 

は減少傾向にありますが、今後の人口減少 

や新型コロナの影響による税収の落ち込み 

やインフラ施設の維持管理費の増大等の影 

響を考慮すると、引き続き職員給与や職員 

数の適正化を図っていく必要があります。  

 

（４）働き方改革の推進 

 働き方改革として、豊橋市ではこれまで働き方改革実践マニュアルの策定、時間外勤務の上

限規制の導入に伴う業務の見直しや業務繁忙職場への増員といった取組を行ってきた結果、こ

こ数年、職員一人当たりの時間外勤務時間数については横ばいとなっています。 

今後は長時間勤務の是正に加え、コロナ禍を通じて変化しつつある働き方に対する意識に対

応するため、より一層働き方改革を推進し、テレワークの本格実施やマイスタイル勤務の拡充

など、職員の事情に合わせた柔軟な働き方ができる環境を充実させていくことが必要です。 

 

（５）知識技術・経験の継承 

 技術職員について、現在、30 歳代の中堅層の職員が少ないことから、将来的に職員の退職

に伴うマンパワー不足や知識経験の継承が困難になることが懸念されます。 

業務の継続性の観点から、今後、技術職員の計画的採用や高年齢層が活躍できる体制づくり

を進めていくことが必要です。 

  

図８ 歳出額に占める人件費の割合（普通会計）  
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５ 基本方針 

 

 本計画に基づく定員管理については、前述の現状分析や行政課題、昨今の社会情勢を踏まえ

て、以下の３つの基本方針を定めることとします。 

 

 

 

 豊橋市はこれまで「行財政改革プラン２０１６」に基づき、行政サービスの質を保ちつつ、

事務の効率化に取り組んできました。 

 しかし、今後も引き続き厳しい財政状況が予想されることから、重点施策等に対応するため

の人員配置を行う一方で、業務委託や PFI といった民間活力の利用や弾力的な業務応援体制の

構築により、限られた人的資源を効果的・効率的に配分し、組織力の向上を図ります。 

 また、既存業務の見直しも継続するとともに、AI など新たなデジタル技術を積極的に活用し、

更なる事務の効率化も進めていきます。 

 

 

 

 これまで、豊橋市では業務の性質を見極めながら任期付職員や再任用職員、非常勤嘱託員を

任用してきました。 

 今後も、短期的な需要には任期付職員や会計年度任用職員を、知識経験が求められる業務に

は再任用職員を活用するなど、行政課題に応じ多様な任用形態を選択していきます。 

また、デジタル化の進展により高度なスキルを持つ人材への需要が高まることが想定される

ため、特定任期付職員も含め外部からの登用などを行い、業務の専門性を高めていきます。 

 そのほか、定年延長の導入も予定されていますが、知識経験の豊富な高年齢層職員の活用を

図りつつ、職種ごとの人材確保の状況を確認しながら、特定の世代で空白が生じないよう中長

期的な視野を持って計画的な採用を行います。 

 

 

 

 働き方に対する考え方が多様化する中、誰もが希望する仕事と生活のバランスを実現でき、

活躍できる環境を整えることは職場の責務となっています。  

 子育て世代の職員については、不安を感じることのないよう、育児休業代替任期付職員など

の配属や家庭生活に理解ある職場風土の形成を進めていきます。  

また、コロナ禍を機に「新しい生活様式」への対応が求められる中、既に試行しているテレ

ワークやマイスタイル勤務の拡充などの取組を本格実施することにより、新しい働き方を定着

させるとともに、長時間労働の是正にも積極的に取り組み、男性も女性もともに働きやすい職

場づくりを進めます。 

 
４  

Society5.0 とは、IoT によりサイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を連携し、すべての物や情報、

人を一つにつなぐとともに、AI 等の活用により量と質の全体最適をはかる社会のこと。
 

５  
デジタルトランスフォーメーションとは、デジタル技術を活用して企業や行政の仕組みを変革することを指す。  

（１）効果的な人員配置による組織力の向上 

（２）多様な任用形態による持続可能な組織体制の実現 

（３）ワーク・ライフ・バランスの充実による職場活力の向上 
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６ 部門別・職種別の数値目標  

 

 本計画においては、前述の基本方針を踏まえた上で、サンセット方式の徹底や事業の統廃合

などにより業務の効率化を図っていく一方、減員で生み出した人員を活用して、第６次総合計

画に基づく新規事業や県からの権限移譲に的確に対応し、市民サービスの向上を図ります。 

 

 

・サンセット方式の徹底  

   区画整理事業の完了、学校給食調理場の一部廃止 など 

・事業の統廃合 

 

・新規事業への対応、市民サービスの向上 

   放課後教育の推進、感染症対策の推進、動物愛護管理の推進、 

地域医療体制の充実 など 

・権限移譲 

   児童相談所の設置  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
６  
《普通会計部門等》  

 （議会、総務・企画、税務、民生、衛生、労働、農林水産、商工、土木、教育、消防、その他部門の合計）－権限移譲関連職員数 

《増員》 

【部門別（正規）】

【基準値】
令和３年４月

【目標値】
令和８年４月

増減数

２，２８６人 ２，２６２人 ▲２４人

０人 ３８人 ＋３８人

市民病院 １，３２０人 １，３８４人 ＋６４人

上下水道局 １８２人 １８２人 ±０人

３，７８８人 ３，８６６人 ＋７８人

【職種別（正規）】

【基準値】
令和３年４月

【目標値】
令和８年４月

増減数

１，７９０人 １，８０７人 ＋１７人

３４１人 ３４１人 ±０人

３８０人 ３７７人 ▲３人

１，２７７人 １，３４１人 ＋６４人

３，７８８人 ３，８６６人 ＋７８人

職　種

部　門

普通会計部門等 
６

権限移譲関連

企業会計

合　計

一般行政職

消　防　職

技能労務職

医　療　職

合　計

《減員》 



 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６次定員適正化計画 

令和３年３月 

総務部人事課 


